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Ⅰ 光市人口ビジョンとは 

１ 策定の背景と位置づけ 

（1） 国全体の人口問題の現状 

「静かなる危機」
日本はすでに「人口減少時代」に突入しているが、人口減少は「静かなる危機」と

呼ばれ、日々の生活では実感しづらい。  

◆ 「人口増加時代」から「人口減少時代」へ 

・女性が一生に産む子どもの人数の平均（合計特殊出生率）が１９７０年代後半 

以降急速に低下 ⇒ 人口が維持される水準（置換水準）を下回る 

・それでも人口が増加していたのは、 

① 第一次、第二次ベビーブームの世代によって出生数が低下しなかった 

② 平均寿命が伸びて死亡数の増加が抑制された 

  ・平成２０年、上記①②のいわゆる「人口貯金」を使い果たし、我が国は人口減

少時代に転じた 

◆ 人口減少は今後も加速して進む 

・国立社会保障・人口問題研究所の推計によると・・・ 

⇒２０２０年代初め：毎年  ６０万人の人口減  

⇒２０４０年代ごろ：毎年１００万人の人口減 

人口減少が続くと…
経済の規模が小さくなり、生活水準の低下につながるおそれがある。また、年金や

健康保険などの社会保障にかかる経費が増え、働き手一人あたりの負担が増加し、勤

労意欲にマイナスの影響も。

◎ポイント  

人口減少は高齢化を伴う ⇒ 総人口の減少を上回る「働き手」の減少  

⇒ 総人口が減る以上に経済規模が小さくなる ⇒ 一人あたりの国民所得の低下

国としての持続性の危機

国民の認識の共有を目指す

◆ 国と地方公共団体が力を合わせて人口問題に取り組む必要がある 

◆ 人口の現状と将来の姿について正確な情報を国民へ提供していく 



 ■ 日本の出生数及び合計特殊出生率の推移 ■ 

■ 我が国の人口の将来見通し ■ 

◆ 日本の人口減少には歯止めがかかっていない 

◆ 出生数は1970年代半ば以降減少傾向。合計特殊出生率は、平成17年の1.26

から平成25年の1.43へとやや回復傾向であったが、平成26年は1.42と、 

９年ぶりに低下した。 

◆ 第二次ベビーブーム世代は40歳代となり（第三次ベビーブームは発生せず）、

このまま推移すれば、今後子どもをもうける可能性のある若い世代の人口が減少

していくことが確実 

（出典）厚生労働省「人口動態統計」 

◆ 2008年をピークに人口減少局面に入った 

◆ 2050年には9,700万人程度、2100年には5,000万人未満に 

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の推計人口(平成 24年 1月)」（出生中位（死亡中位）） 



（2） 光市人口ビジョンの位置づけと役割 

「光市人口ビジョン」は、本市における人口の現状を分析するととも

に、人口に関する市民の認識を共有し、今後目指すべき将来の方向と人口

の将来展望を示すものであり、策定にあたっては、国の「まち・ひと・し

ごと創生長期ビジョン」及び県の「山口県人口ビジョン」の趣旨を尊重し

ます。また、同時に策定する「（仮称）光市総合戦略」（まち・ひと・しご

と創生法第１０条に基づく市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略）に掲

げる効果的な施策を立案するための重要な基礎資料となるものです。 

   また、人口問題という観点から本市を長期的に展望するものであること

から、（仮称）第２次光市総合計画の根幹を支える人口ビジョンとして位

置づけます。

２ 対象期間 

出生や移動など傾向に変化が生じても、総人口や年齢構成に及ぶまでに

長期間を要することから、国の長期ビジョンと同様、平成７２(２０６０)

年までを計画期間とします。 



Ⅱ 光市人口の「今」の姿
- 人口の現状と分析  

１ 総人口の動き 

総人口は、昭和５９年の５８,７１５人をピークに減少傾向となっていま

す。平成２６年時点の人口は、５１,６７５人で、昭和４４年から４５年頃

と同じ水準となっています。ピーク時と比べると、３０年間で７,０４０人、

率にして約１２％の減少となっています。

■ 総人口の動き ■ 
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…国勢調査

（出典）国勢調査、人口移動統計調査 

12％減少 

※ 人口の分析や推計にあたって

〇 本ビジョンにおける過去の人口等の数値については、旧光市と大和町

（大和村）を合算して算出しています。

〇 国勢調査や住民基本台帳など、数値によって出典や抽出条件が異なり、

単純に比較できないものもありますが、傾向を掴んでいただければと思

います。

〇 数値等は端数処理の関係で内訳と合計が一致しない場合があります。



 【説明①】超高齢社会 

世界保健機構（ＷＨＯ）の定義によると・・・ 

● ６５歳以上人口の割合が ７％超で「高齢化社会」 

 ● ６５歳以上人口の割合が１４％超で「高齢社会」 

● ６５歳以上人口の割合が２１％超で「超高齢社会」

２ 年齢ごとの人口の動き 

(1） ３区分別の人口の推移

６５歳以上の老年人口は、昭和４０年から、数、割合とも増加を続けて

おり、平成１７年の国勢調査時には、超高齢社会【説明①】の基準とされ

る２１.０％を超えました。 

一方、１４歳以下の年少人口は、第２次ベビーブームを背景に、昭和４

０年から５０年にかけて増加したものの、以降、数、割合とも減少を続け

ており、平成２６年時点では１２.４％となっています。 

また、平成２２年には、老年人口が年少人口の２倍を超えました。 

■ 年齢ごとの人口の状況 ■ 

（出典）国勢調査、住民基本台帳(H26) 

（人）

（年）

（14歳以下） （15～64歳） （65歳以上）

最大 26.3% 

23.0% 

超高齢社会

最小 12.4% 

47,629 

52,898 

56,795 
57,905 58,228 

56,410 
55,408 54,680 53,971 53,004 

(14.4%) 

高齢社会

(7.6%) 

高齢化社会

53,177 

※Ｈ22は年齢不詳者 2人を按分

(31.9%) 



(2） １歳ごとの人口ピラミッド 

人口ピラミッドは、年齢ごとの人口を男女で左右に分けて、低年齢から

高年齢にかけて積み上げた図で、その形によって人口の構成を知ることが

できます。一番下が０歳で、頂点を１００歳以上としています。社会のあ

り様によってその形は大きく変ってきます。【説明②】

■ １歳ごとの人口ピラミッド ■ 

【昭和６０年】 

生産年齢人口 

昭和 47(1972)年生 

女性 男性 

老年人口 

年少人口 

昭和 22(1947)年生 

昭和 46(1971)年生 

昭和 18(1943)年生 

（人）

（人）

（歳）

（出典）国勢調査 

第１次 
ベビーブーム世代 

第 2次 
ベビーブーム世代 

丙午（ひのえうま） 

＋大学等への進学や就職の影響 

終戦前後の出生減 

ベビーブームや高度経済成長時期の転入超過を背景に、３０歳代後半から４０歳代前半と１０ 

歳代の２つの大きな膨らみが見られ「ひょうたん型」になっています。一方で、１９歳は、大 

学等への進学や就職に丙午(ひのえうま)の影響も相まって極端に少ないことが見受けられます。



 【説明②】人口ピラミッドの形 

一般的には、①ピラミッド型 ②釣鐘型 ③つぼ型 ④星型 ⑤ひょうたん型な

どがあります。さらに⑤の下の膨らみが無くなると「花瓶型」になります 

【平成２２年】

昭和18(1943)年生 

昭和 22(1947)年生 

昭和 47(1972)年生 

昭和 48(1973)年生 

女性 男性 

老年人口 

生産年齢人口 

年少人口 

（歳）
（人）

（人） （出典）国勢調査 

第１次 
ベビーブーム 

第 2次 
ベビーブーム世代 

終戦前後の出生減 

ひのえうま 

昭和６０年と比べると、同じ２つの山の膨らみは見られるものの、第２次ベビーブーム世代によ

る２つ目の山（３０歳代後半）が低くなっています。また、２つ目の山の子ども世代による第３

次ベビーブームの兆候が見られないことから「花瓶型」になっており、少子高齢化が一段と進行

していることが見受けられます。やはり、１９～２２歳は極端に少なく、進学等で市外に出ざる

を得ない状況もうかがえます。

① ② ③ ④ ⑤

出生率が高く

死亡率も高い

出生率死亡率が

ともに低い

出生率が死亡率

よりも低い

若い人口の流入

が多い都市型

若い人口が多く

流出する農村型



３ 世帯の動き 

(1) 総人口と世帯数 

 総人口と世帯数の関係をみると、総人口が昭和６０年から減少する一

方で、世帯数は増加の一途をたどっています。総人口が現在と同水準で

あった昭和４５年と比較すると世帯数は約１.５倍となっています。

■ 総人口と世帯数の推移 ■ 

(2) 一世帯あたりの人数と子どもの数 

一世帯あたりの人数と子どもの数（年少人口：１４歳以下）を見ると、

昭和６０年から両方とも減少傾向にありますが、この間、一世帯あたりの

人数は約２３％の減少に対し、一世帯あたりの子どもの数は約５４％の減

少と、大きく減少しており、少子化が進んでいることがうかがえます。

■ 一世帯あたりの人数と子どもの数 ■ 

総人口：（人） 世帯数：（世帯）

約 23%減 

約 54%減 

（出典）国勢調査 

（出典）国勢調査 

（年）

（年）

（人）
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出生 死亡

４ 自然増減（出生・死亡）の動き 

(1) 出生数と死亡数の動き 

本市の自然減（死亡が出生を上回る）は、国全体よりも１０年早い平成７

年にその兆しが見られ、以降その減少幅は拡大の一途をたどっています。平

成２６年の出生数は、ピークの昭和４７年と比べ約２６％に落ち込むなど、

出生数の減少が著しくなっています。 

また、高齢化の進行とともに死亡数が徐々に増加していることがうかが

えます。 

■ 出生と死亡の動き ■ 

(2) 女性が一生に産む子どもの人数の平均（合計特殊出生率）の推移

 合計特殊出生率は、全国、県とともに一時期より回復の傾向が見られた

ものの、平成２６年は全国で９年ぶりに低下しています。一方、本市では

平成１９年の１.４９から平成２４年は、１.６０と回復しています。本市

は全国、県平均よりも若干高い水準にあります。 

■ 合計特殊出生率の推移 ■ 

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

全 国 1.29 1.29 1.26 1.32 1.34 1.37 1.37 1.39 1.39 1.41 1.43 1.42 

山口県 1.36 1.36 1.38 1.40 1.42 1.43 1.43 1.56 1.52 1.52 1.56 - 

光 市 1.49 1.60 - - 

（年）

自然増加数 

最大：926人 

自然減少数 

最大：△292 人 

出生数最多：1,307 人 

出生数最少：339人 

転換ポイント(H7～13) 

（出典）人口移動統計調査

（出典）光市子ども・子育て支援事業計画、山口県人口ビジョン、厚生労働省「人口動態統計」

（年）

（人）
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転入 転出

５ 社会増減（転入・転出）の動き 

 (1) 転入数と転出数の動き 

本市は、転入が昭和４４年、転出が昭和４５年をピークに減少傾向が続い

ており、平成２６年には、転入数、転出数ともに過去最少となっています。 

また、昭和４７年から社会減の傾向に転じ、以降、年によって上下はある

ものの、概ねその傾向が継続しています。

■ 転入数と転出数の動き ■ 

転入数最多：3,855 人 

社会増加数 

最大：1,130 人 

（出典）人口移動統計調査

転入数最少：1,353 人 

（年）

（人）

社会減少数 

最大：569人 

転換ポイント（S47） 



(2) 転入元と転出先の状況

○ 県内市町における転入元・転出先の状況（平成２２年度から２６年

度の５か年合計） 

５か年の県内市町における転入元・転出先の状況を見ると、まず、転入

元では、周南市が最も多く、次いで、下松市、岩国市と近隣からが特に多

くなっています。また、山口市や下関市からも多くなっています。 

また、転出先でも周南市が最も多く、次いで、下松市、山口市の順とな

っています。また、近隣だけでなく、山口市、下関市、宇部市、防府市な

ど、本市より規模の大きい都市への転出も多くなっています。 

■ 県内市町からの転入状況（トップ１０） ■

■ 県内市町への転出状況（トップ１０） ■

846

3741,254

285

292

340

②下松市

④山口市
①周南市 ③岩国市

⑥柳井市

⑤田布施町 ⑧平生町
180

⑩宇部市
133

⑦下関市
206

⑨防府市
162
に

1,006

3561,192

234

335

358

②下松市

③山口市
①周南市 ④岩国市

⑥柳井市

⑤田布施町 ⑩平生町
135

⑨宇部市
165⑦下関市

215

⑧防府市
213

（出典）住民基本台帳

人数：（人）

人数：（人）



（出典）住民基本台帳

○ 県内の転入超過（転出より転入の方が多い）と転出超過（転入より

転出の方が多い）の状況（平成２２年度から２６年度の５か年合計） 

５か年の合計で、転入超過数は、周南市が最も多く、次いで、柳井市、

岩国市、山陽小野田市、周防大島町の順となっています。 

一方、転出超過数は、下松市が最も多く、次いで、田布施町、平生町、

山口市の順となっています。差し引きすると県内の移動は、転入より転出

が、約１００人多くなっています。 

■ 県内の転入超過と転出超過の状況 ■ 

市町名 
転入 

Ａ 

転出 

Ｂ 

転入-転出 

Ａ-Ｂ 

転入超過 

周 南 市 １,２５４ １,１９２ ６２

柳 井 市 ２８５ ２３４ ５１

岩 国 市 ３７４ ３５８ １６

山陽小野田市 ７９ ６４ １５

周 防 大 島 町 ９１ ７９ １２

和 木 町 １４ ８ ６

長 門 市 ２６ ２１ ５

美 祢 市 ３１ ２８ ３

萩 市 ４１ ４０ １

上 関 町 ２７ ２７ ０ 転入･転出同数

阿 武 町 ４ ５ ▲  １

転出超過 

宇 部 市 １３３ １３５ ▲  ２

防 府 市 １６２ １６５ ▲  ３

下 関 市 ２０６ ２１５ ▲  ９

山 口 市 ３４０ ３５６ ▲ １６

平 生 町 １８０ ２１３ ▲ ３３

田 布 施 町 ２９２ ３３５ ▲ ４３

下 松 市 ８４６ １,００６ ▲１６０

合 計 ４,３８５ ４,４８１ ▲ ９６



（出典）住民基本台帳

※国外、不明を除く

○ 県外における転入元・転出先の状況（平成２２年度から２６年度の５

か年合計） 

５か年の県外における転入元・転出先の状況を見ると、まず、転入・転

出ともに、広島県が最も多く、次いで、福岡県、東京都、大阪府の順とな

っています。特に、隣接する広島県、福岡県で、転入者・転出者全体のそ

れぞれ約３割を占めるとともに、東京都、大阪府を含めた上位４都府県で

は、約５割が集中するなど、４都府県に移動が偏っていることがうかがえ

ます。 

■ 県外からの転入状況 ■

■ 県外への転出状況 ■

県別転入者数 

順位 都道府県 
転入数 

（人） 

割合 

（％） 

１ 広 島 県 ４５５ １６.８ 

２ 福 岡 県 ３６２ １３.４ 

３ 東 京 都 ２２６ ８.４ 

４ 大 阪 府 ２１９ ８.１ 

５ 神奈川県 １８１ ６.７ 

６ 千 葉 県 １３４ ４.９ 

７ 兵 庫 県 １３４ ４.９ 

８ 岡 山 県 １０４ ３.８ 

９ 愛 知 県 ８１ ３.０ 

１０ 埼 玉 県 ８０ ３.０ 

県別転出者数 

順位 都道府県 転出数 

（人） 

割合 

（％） 

１ 広 島 県 ６１７ １９.０ 

２ 福 岡 県 ４３８ １３.５ 

３ 東 京 都 ３８８ １１.９ 

４ 大 阪 府 ２９５ ９.１ 

５ 兵 庫 県 １７８ ５.５ 

６ 神奈川県 １７１ ５.３ 

７ 千 葉 県 １３４ ４.１ 

８ 岡 山 県 １２３ ３.８ 

９ 京 都 府 ９６ ３.０ 

１０ 愛 知 県 ９４ ２.９ 

455
①広島県

362
②福岡県

226
③東京都

219
④大阪府 181

⑤神奈川県

617
①広島県

②福岡県

388
③東京都

219
④大阪府

178
⑤兵庫県

438

人数：（人）

人数：（人）



（出典）住民基本台帳

※国外、不明を除く

○ 県外の転入超過（転出より転入の方が多い）と転出超過（転入より

転出の方が多い）の状況 

転入超過と転出超過の状況をみると、転入超過は大分県が最も多く、次

いで、徳島県、埼玉県、新潟県、奈良県の順となっており、転入・転出同

数も含め、２２県が挙がっています。また、転出超過では、広島県と東京

都が最も多く、次いで、福岡県、大阪府、京都府の順となっています。全

体では５００人を超える転出超過となっています。 

■ 県外の転入超過と転出超過の状況 ■ 

【平成２２-２６年の５か年の合計】

転入超過、転入・転出同数 転出超過 

都道府県名 
転入 

Ａ 

転出 

Ｂ 

転入-転出

Ａ-Ｂ 
都道府県名 

転入 

Ａ 

転出 

Ｂ 

転入-転出 

Ａ-Ｂ 

大 分 県 ７４ ４９ ２５ 広 島 県 ４５５ ６１７ ▲１６２

徳 島 県 ２３ ６ １７ 東 京 都 ２２６ ３８８ ▲１６２

埼 玉 県 ８０ ６４ １６ 福 岡 県 ３６２ ４３８ ▲ ７６

新 潟 県 ２０ ６ １４ 大 阪 府 ２１９ ２９５ ▲ ７６

奈 良 県 ２９ １７ １２ 京 都 府 ４１ ９６ ▲ ５５

神 奈 川 県 １８１ １７１ １０ 兵 庫 県 １３４ １７８ ▲ ４４

宮 崎 県 ３１ ２１ １０ 岡 山 県 １０４ １２３ ▲ １９

石 川 県 １１ ２ ９ 香 川 県 ２２ ３９ ▲ １７

静 岡 県 ２４ １６ ８ 島 根 県 ５２ ６６ ▲ １４

愛 媛 県 ６４ ５７ ７ 愛 知 県 ８１ ９４ ▲ １３

鹿 児 島 県 ３４ ２８ ６ 茨 城 県 ２５ ３８ ▲ １３

佐 賀 県 ２７ ２１ ６ 岐 阜 県 ６ １７ ▲ １１

長 崎 県 ２５ ２０ ５ 滋 賀 県 ２６ ３５ ▲  ９

福 井 県 ４ ０ ４ 長 野 県 ５ １３ ▲  ８

高 知 県 １７ １４ ３ 宮 城 県 １３ ２０ ▲  ７

和 歌 山 県 ８ ５ ３ 福 島 県 ３ ９ ▲  ６

栃 木 県 １０ ８ ２ 沖 縄 県 ８ １３ ▲  ５

群 馬 県 ３ １ ２ 山 梨 県 ４ ９ ▲  ５

鳥 取 県 １７ １６ １ 北 海 道 ２３ ２７ ▲  ４

富 山 県 ８ ７ １ 秋 田 県 ０ ４ ▲  ４

千 葉 県 １３４ １３４ ０ 熊 本 県 ３８ ３９ ▲  １

三 重 県 ２０ ２０ ０ 岩 手 県 ５ ６ ▲  １

山 形 県 ３ ４ ▲  １

青 森 県 １ ２ ▲  １

合 計 ２,７００ ３,２５３ ▲５５３

人数：（人）



（出典）住民基本台帳

(3) 年齢別・性別の転入・転出の状況 

  〇 転入 

   転入のうち、年齢別・性別の内訳をみると、若年層の動きが活発で、県

内では周南市、下松市、県外では広島県、福岡県に特に集中していること

がうかがえます。どの年代もおおむね全体の傾向と違いはありませんが、

１０歳から４０歳代と５０歳から６０歳代では、２・３位に位置する都市

のばらつきがみられます。 

■ 年齢別・性別の転入の状況 ■

人数：（人）
※上位３都市に色づけ    …１位   …２位

※並び順は合計の多い順に記載 ※県外は上位１８都道府県を選抜



（出典）住民基本台帳

〇 転出 

転出のうち、年齢別・性別の内訳においても、若年層の動きが活発で、

県内では周南市、下松市、県外では広島県、福岡県、東京都に特に集中し

ていることがうかがえます。どの年代もおおむね全体の傾向と違いはあり

ませんが、５０歳代の県内への転出や、２０歳代の東京都への転出状況に

特異な動きがみられます。 

■ 年齢別・性別の転出の状況 ■ 

人数：（人）

※並び順は合計の多い順に記載 ※県外は上位１８都道府県を選抜

※上位３都市に色づけ    …１位   …２位



６ 自然増減と社会増減からみる総人口増減の動き 

  自然増減（出生・死亡）と社会増減（転入・転出）を合計した総人口の動きをみる

と、社会増が最大であった昭和４３年から、人口の増加幅は小さくなり、昭和６０年

には大きく減少に転じています。その後、平成７・９年には人口の増加が見られたも

のの、社会増となった平成１４・１５・２５年もその増加幅を上回る自然減少が見ら

れたことから、全体として総人口は減少傾向となっています。 

■自然増減数と社会増減数からみる人口増減推移■ 

転換ポイント(H60) 

減少幅最大：△535 人 

社会増を上回る自然減 

（出典）人口移動統計調査

（人）

（年）



７ 産業ごとの就業人口の状況 

(1) 産業ごとの就業人口 

   就業人口の数は、第一次産業から第三次産業【説明③】まで、全ての産

業において減少傾向にあります。特に、平成２２年における第一次産業の

就業人口は約８００人と、昭和６０年の約３割にまで減少しており、担い

手の不足が顕著にみてとれます。一方、第三次産業は減少幅が小さく、お

おむね１４,０００人台で推移しています。 

■ 産業ごとの就業人口 ■ 

（人）

（年）

 【説明③】第一次産業、第二次産業、第三次産業 ※総務省統計局分類

〇 第一次産業 

農業、林業、漁業 

〇 第二次産業 

鉱業、採石業、砂利採取業、建設業、製造業 

〇 第三次産業 

電気・ガス・熱供給・水道業、情報通信業、運輸業、郵便業、卸売業、 

小売業、金融業、保険業、不動産業、物品賃貸業、学術研究、専門・技術サ

ービス業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、教育、

学習支援業、医療、福祉、複合サービス事業、サービス業（他に分類されな

いもの）、公務（他に分類されるものを除く） 

（出典）国勢調査

26,552 26,683 
27,647 

26,131 

24,811 

22,928 

(49.5%) 

(41.7%) 

(8.8%) 

(61.5%) 

(35.1%) 

(3.4%) 



(2) 男女別の就業人口と特化係数 

男性は、製造業や建設業、女性は医療・福祉や卸売業・小売業で働い

ている人が多くなっています。また、産業の特化度合いを示す特化係数

【説明④】は、男女ともに複合サービス事業【説明⑤】や建設業などが

高くなっており、このほかにも、男性の製造業や漁業、女性の医療・福

祉などが高くなっています。 

■ 男女別の就業人口と特化係数 ■ 

 【説明④】特化係数 

特化係数は、全国と比較してその産業や業種にどのぐらい特化している

か、全国を「１.０」としてその構成比率を表すものです。つまり「１.０」

よりも大きい産業は、光市において全国水準を上回るウエイトを占めている

ことになります。 

（出典）国勢調査

○○産業の特化係数 ＝  
光市の○○産業で働く人の割合

全国の○○産業で働く人の割合

就業人口：（人） 特化係数

 【説明⑤】複合サービス事業 

信用事業、保険事業又は共済事業と併せて複数の大分類にわたる各種のサ

ービスを提供する事業所であって、法的に事業の種類や範囲が決められてい

る郵便局や農業協同組合等が分類されます。 



(3) 年齢ごとの産業人口 

産業人口全体に占める６０歳以上の割合は２１.３％であるにもかかわ

らず、特に農業と漁業の担い手は約８０％が６０歳以上であり、さらに、

４０歳代以下のそれぞれの従事者は約６％にとどまるなど、高齢化と後継

者不足が浮き彫りとなっています。一方、情報通信業は４０歳代までが約

７５％を占め、多くの若者が活躍する産業であることがうかがえます。 

■ 年齢ごとの産業人口割合 ■ 

60歳以上が 80%以上 

40 歳代以下が約 75% 

（出典）国勢調査

60歳以上：21.3% 
40歳代以下：6.2% 

6.1% 



光市の「今」の姿 まとめ 

① 総人口、年齢ごとの人口の動き 

・ ピークであった昭和５９年の５８,７１５人から、３０年間で１２％減少

し、平成２６年は５１,６７５人となっています。 

・ 平成１７年には、高齢化率が２１％を超える「超高齢社会」に突入し、平

成２６年の高齢化率は、３１.９%となっています。 

・ 第２次ベビーブーム世代の子ども世代による第３次ベビーブームの兆候

がなく、少子高齢化が一段と進行しています。また、１９～２２歳は進

学等で多くの人が市外に転出している状況もうかがえます。 

② 自然増減（出生・死亡）と社会増減（転入・転出）の動き 

・ 国よりも１０年早いペースで自然減の傾向が見られ、平成２６年は出生

数が過去最少で、自然減少数も△２９２人となっています。 

・ 合計特殊出生率は、一時期よりも回復傾向にあり、直近の平成２４年は

１.６０となっています。 

・ 転入数と転出数は、両方とも平成２６年に過去最少となっており、昭和

４７年以降、全体として社会減の傾向となっています。 

・ ５箇年の合計でみると、県内の移動も県外の移動も転出超過となってお

り、県内では下松市や田布施町、県外では広島県や東京都への転出超過

が多くなっています。 

・ 転入・転出のうち、年齢別・性別の内訳をみると、若年層の動きが活発

で、周南市、下松市などの近隣都市や、広島県福岡県、大阪府、東京都

の限られた都会との間で若者が多く動いています。 

③ その他 

 〇 世帯の動き 

・ 昭和６０年から総人口が減少する一方で、世帯数は一貫して増加の一

途をたどっています。 

  ・ 一世帯あたりの人数の減少率（約２３％）よりも、一世帯あたりの子

どもの数（年少人口：１４歳以下）の減少率（約５４％）が高くなっ

ており、平成２２年の一世帯あたりの子どもの数は０.３４４人とな

っています。 

〇 産業ごとの就業人口の状況 

・ 第一次産業の就業人口の減少が著しく、第二次産業も減る一方で、第

三次産業の就業人口はおおむね維持されており、就業人口がこの分野

に集中していることがうかがえます。 

  ・ 男性は製造業や建設業が多く、女性は医療・福祉や卸売業・小売業で

働く人が多くなっています。 

  ・ 農業や漁業を営む人の約８０％は６０歳以上の一方、４０歳代以下は

６％にとどまり、高齢化と後継者不足がうかがえます。



Ⅲ 予測される「未来」の姿
- 将来人口の推計・分析と人口減少が与える影響 - 

１ 将来人口の推計 

(1) 総人口の推計（国立社会保障・人口問題研究所【説明⑥】、民間研究

組織）による推計 

○ 推計の方法と違い（※推計方法の詳細は P24 に記載しています） 

     推計① 「国立社会保障・人口問題研究所」の推計 

全国の移動率が、今後一定程度縮小すると仮定した推計 

＜ポイント＞ 

地方から大都市圏への人口流入傾向は今後次第に沈静化する 

推計② 民間研究組織の推計 

全国の総移動数が、平成２２～２７年の推計と概ね同水準でそれ以

降も推移すると仮定した推計 

＜ポイント＞ 

大都市圏への人口流入傾向は今後も続く 

 【説明⑥】国立社会保障・人口問題研究所 

平成８年に厚生省人口問題研究所と特殊法人社会保障研究所との統合によ

って誕生した、厚生労働省に所属する国立の研究機関であり、人口や世帯の

動向、内外の社会保障政策や制度についての研究を行っています。通称「社

人研」と呼ばれ、当研究所が実施し公表している人口動向のデータは、年金

を初めとするわが国の重要な政策の基礎的な資料となっています。 
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推計①社人研

推計②民間研究組織

○ 推計の結果の比較 

推計①「社人研」と推計②「民間研究組織」の推計による２０４０年の総人口

は、それぞれ３９,０１９人、３７,３５８人と、どちらの推計も現在の５万人台

から３万人台になることが予測されています。  

さらに、２０６０年の推計①「社人研」推計は ２９,６３５人と、現在の約５

６％になっており、半数近い人口の減少が予測されています。 

■社人研・民間研究組織の総人口推計の比較 ■

H22 

(2010) 

H27 

(2015) 

H32 

(2020) 

H37 

(2025) 

H42 

(2030) 

H47 

(2035) 

H52 

(2040) 

H57 

(2045) 

H62 

(2050) 

H67 

(2055) 

H72 

(2060) 

推計① 

社人研 53,002 51,389 49,410 47,043 44,416 41,640 39,019 36,578 34,248 31,951 29,635 

推計② 

民間研究 

組織

53,002 51,389 49,175 46,500 43,534 40,393 37,358 

（人）

実績値 推    計    値 

（年）

（年）

推 計 無 し 

（単位：人）

（推計区分）



参考 人口推計方法の詳細 

推計① 「国立社会保障・人口問題研究所」の推計に準拠した推計

◆ 主に平成１７から２２年までの人口の動向を勘案し将来の人口を推計。

◆ 移動率は、今後、全域的に縮小すると仮定。 

＜出生に関する仮定＞ 

原則として、平成２２年の全国の子ども女性比(１５～４９歳女性人口

に対する０～４歳人口の比)と各市町村の子ども女性比との比をとり、そ

の比が平成２７年以降５２(２０４０)年まで一定として市町村ごとに仮

定。 

＜死亡に関する仮定＞ 

原則として、５５～５９歳→６０～６４歳以下では、全国と都道府県の

平成１７年→２２年の生残率の比から算出される生残率を都道府県内市

町村に対して一律に適用。６０～６４歳→６５～６９歳以上では、上述に

加えて、都道府県と市町村の平成１２年→１７年の生残率の比から算出さ

れる生残率を市町村別に適用。 

＜移動に関する仮定＞ 

原則として、平成１７～２２年の国勢調査（実績）に基づいて算出され

た純移動率が、平成２７～３２(２０２０)年までに定率で０.５倍に縮小

し、その後はその値を平成４７(２０３５)～５２(２０４０)年まで一定と

仮定。

推計② 民間の研究組織の推計に準拠した推計

◆ 社人研推計をベースに、移動に関して異なる仮定を設定。 

＜出生・死亡に関する仮定＞ 

方法①と同様。 

＜移動に関する仮定＞ 

全国の移動総数が、社人研の平成２２～２７年の推計値から縮小せず

に、平成４７(２０３５)年～平成５２(２０４０)年まで概ね同水準で推移

すると仮定。（社人研推計に比べて純移動率（の絶対値）が大きな値となる） 



(2) ３区分別人口の推計 

６５歳以上の老年人口は、平成５２(２０４５)年の３９.６％まで上昇

を続け、その後緩やかに減少するとされています。一方、１４歳以下の年

少人口は、平成４２(２０３０)年までの減少の後、横ばいとなり、平成７

２(２０６０)年には１０％を切ることが予測されています。 

■ ３区分別人口の推計 ■ 

（人）

（年）

（14 歳以下） （15～64 歳） （65 歳以上）

最大 39.6% 

最少9.7% 

53,002 
51,389 

49,410 
47,043 

44,416 

41,640 
39,019 

36,578 
34,248 

31,951 
29,635 

(28.5%) 

(13.6%) 



 【説明⑦】人口の減少段階 

人口の減少は、以下のＡ～Ｃの３段階を経て進行するとされています。 

 第１段階（若い人が減り、高齢者が増える） 

年少人口（１４歳以下）  生産年齢人口（１５～６４歳）  老年人口（６５歳以上） 

 第２段階（高齢者も少しずつ減りはじめる） 

年少人口（１４歳以下）  生産年齢人口（１５～６４歳）  老年人口（６５歳以上） 

 第３段階（すべての年代で減る） 

年少人口（１４歳以下）  生産年齢人口（１５～６４歳）  老年人口（６５歳以上）

(3) 人口の減少段階と人口減少率 

推計①「社人研」の推計によると、本市の人口減少段階【説明⑦】は、

平成３２(２０２０)年までは、老年人口が増加し、生産年齢人口、年少人

口が減少する「第１段階」にあたります。それ以降、老年人口が減りはじ

める「第２段階」に、平成４７(２０３５)年以降には、全ての年齢区分で

減りはじめる「第３段階」に突入し、自然減による人口減少が加速するこ

とが予測されています。 

また、平成２２年の総人口を「１００」とした場合の各年の総人口の指

数は、平成３２(２０２０)年は「９３.２」、平成５２(２０４０)年は「７

３.６」、平成７２(２０６０)年は「５５.９」になるとされています。 

■ 人口の減少段階と総人口の指数 ■ 

H22 

(2010) 

H27 

(2015) 

H32 

(2020) 

H37 

(2025) 

H42 

(2030) 

H47 

(2035) 

H52 

(2040) 

H57 

(2045) 

H62 

(2050) 

H67 

(2055) 

H72 

(2060) 

人

口

年少人口 7,188 6,554 5,812 5,155 4,564 4,210 4,023 3,830 3,552 3,207 2,889 

生産年齢人口 30,718 27,770 26,150 24,988 23,889 22,203 19,849 18,266 17,271 16,456 15,404 

老年人口 15,096 17,065 17,448 16,899 15,962 15,226 15,148 14,482 13,425 12,289 11,341 

総人口 53,002 51,389 49,410 47,043 44,416 41,640 39,019 36,578 34,248 31,951 29,635 

指
数

年少人口 100.0 91.2 80.9 71.7 63.5 58.6 56.0 53.3 49.4 44.6 40.2 

生産年齢人口 100.0 90.4 85.1 81.3 77.8 72.3 64.6 59.5 56.2 53.6 50.1 

老年人口 100.0 113.0 115.6 111.9 105.7 100.9 100.3 95.9 88.9 81.4 75.1 

総人口 100.0 97.0 93.2 88.8 83.8 78.6 73.6 69.0 64.6 60.3 55.9 

人口減少段階 

（区分）

（年）



 【説明⑧】自然増減と社会増減の影響度 

出生率と人口移動にそれぞれ仮定を置いて、自然増減と社会増減のどちら

が、将来人口に及ぼす影響が大きいのかを分析します。この分析で、出生率

向上対策などの自然増と、転入促進対策などの社会増の、どちらに重点をお

いて施策を実施する方が効果的か、ということが分かります。 

○ 自然増減の影響度：Ｘ （Ｘ＝Ａ÷Ｂ） 

Ａ：推計①(社人研推計)をベースに、合計特殊出生率を人口が維持される

水準（２.１）として推計した総人口 

Ｂ：推計①(社人研推計)による平成５２(２０４０)年の総人口 

○ 社会増減の影響度：Ｙ （Ｙ＝Ｃ÷Ａ） 

Ｃ：推計①(社人研推計)をベースに、合計特殊出生率を人口が維持される

水準（２.１）とし、かつ、人口の移動をゼロとして推計した平成５２

(２０４０)年の総人口 

○ ５段階評価 

自然増減の影響度 社会増減の影響度 

１ Ｘ＝１００％未満 １ Ｙ＝１００％未満 

２ Ｘ＝１００～１０５％ ２ Ｙ＝１００～１１０％ 

３ Ｘ＝１０５～１１０％ ３ Ｙ＝１１０～１２０％ 

４ Ｘ＝１１０～１１５％ ４ Ｙ＝１２０～１３０％ 

５ Ｘ＝１１５％以上 ５ Ｙ＝１３０％以上 

２ 将来人口に及ぼす自然増減と社会増減の影響度 

 本市における将来人口に及ぼす影響度【説明⑧】を、内閣府が示す５段階評

価（“５”が最も影響がある）の手法で分析すると、自然増減は「３」、社会増

減は「２」となり、若干、自然増減の影響度が大きくなっています。ただ、大

きな差はないことから、自然増を促す（出生率の上昇）施策と、社会増を促す

（転入増、転出減）施策を、バランスよく実施していく必要があることがうか

がえます。 

■ 自然増減、社会増減の影響度 ■ 

分類 計算式 ５段階評価 

自然増減の 
影響度：Ｘ 

Ｘ ＝ Ａ（４０,９７４人） ÷ Ｂ（３９,０１９人） 
＝ １０５.０ ３

社会増減の 
影響度：Ｙ 

Ｙ ＝  Ｃ（４３,３７９人） ÷ Ａ（４０,９７４人） 
＝ １０５.９ ２

（資料）内閣官房まち・ひとしごと創生本部事務局



３ 人口の変化がもたらす暮らしや経済、市政への影響 

 人口減少や少子高齢化は、日々の暮らしや、経済、市政など、様々な方

面に影響を与えます。一方で、現状や人口推計をもって本市の将来に与え

る影響を単純に見込むことは困難であることから、ここでは、人口減少や

少子高齢化がこのまま推移したと仮定して、光市においても想定し得る影

響について記載します。 

- ２０６０年 - 

人口が現在の約半分強に減り、働き手の数も約半分に。子どもはさらに

約６割減。高齢化率は約４割、高齢者１人を１.３人で支える時代に…

(1) 暮らしへの影響 

    ◇ご近所同士のつながりが少しずつ薄れ、空き家も増え、子ども

たちの声もまばらに。地域のお世話役も高齢化し、若い人に後

を継ぎたいが、担い手を探すのに苦労しています。 

◇買い物に行くにも、病院に行くにも、地域の店舗や病院が撤退

し、バスや電車などの足も減り不便。保育園や幼稚園、学校も

遠くなり、子どもたちを見守る地域の人も少なくなりました。 

【こんなことも・・・】 

家族・地域 ・核家族化の進行で家族間の支えあい機能の低下 

・地域の行事や伝統をつなぐ後継者不足 

買い物 ・地域の店舗が減少し、日常の買物が困難に 

家 ・空き家が増加し、防犯上や景観上の問題に 

交通 ・ガソリンスタンドの減少 

・バスや鉄道などの減便や廃線が行われる 

子育て・教育 ・保育園、幼稚園、学校が縮小や廃止 

・学校行事や部活動などの実施が困難に 

・地域の子育て機能の低下 

医療・介護 ・医師や介護職員などの担い手不足 

・高齢化による医療・介護ニーズの増大 

⇒ 暮らしの安全・安心や利便性、人と人のつながりを低下させます。

例 



(2) 経済への影響 

◇消費量、生産量ともに落ち込み、リストラや給与削減で生活に不

安が拭えません。技術やノウハウを持つ社員は高齢化し、若い働

き手が少ない中、後継者を育てることも大きな課題です。 

◇農業や漁業の担い手不足と同時に、野菜や魚の消費自体も減少。

所得の低下がさらなる担い手不足を招くことに。耕作放棄地も増

え、周辺地域にイノシシやサルが姿を見せています。 

【こんなことも・・・】

産業 ・市内総生産の縮小 

・中小企業の後継者不足 

・経済と人口の縮小スパイラル（連鎖）を生む 

労働 ・医師や介護職員などの担い手不足（再掲） 

・災害復旧やインフラ維持を担う建設業の担い手不足 

・社会保障費などの働き手一人あたりの負担の増大 

⇒ まちの賑わいや活気、生活の水準を低下させ、働く人の勤労意欲を

減退させます。

(3) 市政への影響 

◇経済の縮小により税収が減少。行政サービスの縮小・廃止や、

      個人負担も大きくなりました。特に医療や介護にかかる社会保

      障費の増大は、市財政に大きな影響を及ぼしています。 

◇不要な公共施設や都市インフラが増え、公共施設全体の利用者 

も減少。施設の使用料収入は減る一方で、維持管理や老朽化によ

る補修・更新費用は増大。バリアフリー化も欠かせません。 

【こんなことも・・・】 

まちづくり ・地域を支えるまちづくりの担い手の減少 

・若者の意見が届きにくい 

公共施設 ・利用者の減少による縮小や廃止 

・都市インフラの縮小・見直し 

⇒ 若い人を中心に、まちづくりの担い手を減らし、市財政に深刻な負

担を与えます。

例 

例 



予測される「未来」の姿 まとめ 

① 総人口、年齢・地域ごとの人口の動き 

・ 総人口は、平成３２(２０２０)年には５万人を切り、平成５２(２０４０)

年には３万人台、平成７２(２０６０)には２万人台になると予測されてい

ます。 

・ 老年人口は、平成５７(２０４５)年にかけて４割近くまで上昇を続け、そ

の後、緩やかに減少するとともに、１４歳以下の年少人口は、平成７２

(２０６０)年には１０％を切るとされています。 

・ 平成３７(２０２５)年ごろ、高齢者も減りはじめ、平成４７(２０３５)

年には全ての年代で人口が減りはじめます。 

② 将来人口に及ぼす自然増減と社会増減の影響度 

・ 将来人口にもたらす自然増減と社会増減の影響度は、５段階評価で自然

増減が「３」、社会増減が「２」と、自然増減のほうが若干大きいもの

の、おおむね同じくらいの影響をもたらします。 

③ 人口の変化がもたらす暮らしや経済、市政への影響 

・ 人口減少や少子高齢化は、人と人のつながりの希薄化をはじめ、民間・公

共を問わず施設の廃止や縮小を招き、暮らしの安全・安心や利便性を低下

させます。 

・ 経済の縮小が、まちの賑わいや活気、生活水準の低下を招き、勤労意欲に

も影響します。 

・ 若い人を中心に、まちづくりの担い手を減らし、増大する社会保障費な

どが市財政に深刻な負担を与えます。 



Ⅳ 「今」から動けば「未来」は変わる
- 人口の将来展望 - 

１ 市民が描く未来の形 

(1) アンケート調査の結果 

(2) 市民の声 

・まちづくり市民協議会  

・ふるさと光の会 

・アンケート自由筆記 

・パブリックコメント   等 からピックアップして記載 



２ 目指すべき未来の方向 

(1) 現状と課題の整理 

(2) 目指すべき未来の方向 

   ３つの「動く」で光市の未来を創生します。 

○ 社会増へ「動く」 
～ 誰もが住みたい、住み続けたい魅力を放つまち ～ 

○ 自然増へ「動く」
～ 誕生を祝い、心豊かで健やかな“光っ子”を育むまち ～ 

○ 持続可能へ「動く」 
～ 光が光であるために、人口減少社会に対応するまち ～ 



３ 人口の将来展望 

(1) 自然増減（出生・死亡）と社会増減（転入・転出）の見通し 

(2) 総人口の長期的な見通し 

(3) 年齢ごと人口の長期的な見通し 

■ 【参考】県の推計仮定に準拠した本市将来人口 ■ 

①

②

③



「今」から動いた「未来」の姿 まとめ 

 ① 

 ② 

 ③ 

 ④ 

⑤


